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平成 30 年 2 月 8日 

各  位 

会社名 株式会社 小森コーポレーション 

代表者名 代表取締役社長      持田 訓 

        (コード番号 6349 東証第 1部) 

問合せ先 取締役管理本部長  松野 浩一 

    (TEL 03 – 5608 - 7826) 

 
 

インド販売代理店 Insight 社の株式取得(子会社化)に関するお知らせ 

 

当社は、インドの当社販売代理店 Insight Communication and Print Solution India 社の株主

と、株式譲渡により同社を子会社化することについて基本合意に至りましたので、お知らせいた

します。なお、本件は適時開示基準には該当せず、任意開示を行うものであります。 
 

記 
 
1. 株式取得の理由 

当社グループの主要製品は、オフセット枚葉印刷機及びオフセット輪転印刷機、証券印刷機

等であります。販売地域は、平成 29 年 3 月期の海外向売上高の比率は 60.3％と、海外市場の

ウェイトが大きく占めています。その中で、中国、インド、アセアン市場は、経済成長率が高

く、今後も人口増加や個人消費の伸びを背景に印刷需要の拡大が期待できることから、最重点

市場として位置づけています。 
対象会社は、デリーを拠点として 2007 年に設立され当社販売代理店として活動しておりま

す。同社は、当社印刷機械及びその周辺機器の販売を中心に販売量、収益を伸ばしており、イ

ンドにおける直近 3 年間のオフセット印刷機の納入台数で最大の市場シェアを獲得しておりま

す。 
インドは 13 億人の人口とさらにその 50%が 24 歳以下の若年層が占める人口構成であること

から、今後も高度経済成長のポテンシャルを有し、当社の主力製品であるオフセット印刷機の

市場も GDP 成長率を上回る 10%以上の成長が見込まれております。今回の株式取得により対

象会社を子会社化する事で、当社グループのインド市場への参入をコミット致します。オフセ

ット印刷機械の販売拡大に留まらず、人財育成を通じ高付加価値な提案力の強化、信頼性を高

めるしっかりしたサービス体制の構築、生産性向上に資する ICT ソリューションの提供、現地

の環境に即した各種の商品の提案を行います。また、これにより、高付加価値化・生産性向上

を通じてインド印刷業界の発展に貢献してまいります。 
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2. 異動する子会社（Insight Communication and Print Solution India Pvt. Ltd.）の概要 
（1） 名 称 Insight Communication and Print Solution Pvt. Ltd. 

（2） 所 在 地 S-6,Ground Floor Okhla Industrial Area, Phase-II New Delhi 

（3） 代表者の役職・氏名 Sangam Khanna, Managing Director 

（4） 事 業 内 容 印刷機械及び周辺機器、消耗品の販売・サービス 

（5） 資 本 金 500 千インドルピー 

（6） 設 立 年 月 日 2007 年 6 月 

（7） 
直近事業年度におけ

る 売 上 高 
176,764 千インドルピー（主に販売手数料収入） 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

（1） 氏 名 Sangam Khanna 他個人 3名 

（2） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係・人的関係・取引

関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並

びに当該個人の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関

係・人的関係・取引関係はありません。 

 

4. 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 
0 株 

（議決権の数：0個）（議決権所有割合：0.0％） 

（2） 取 得 株 式 数 
37,501 株 

（議決権の数：37,501 個） 

（3） 異動後の所有株式数 

37,501 株 

（議決権の数：37,501 個） 

（議決権所有割合：75％） 

（注）取得価額につきましては、株式取得先との協議により非公表としております。なお、取得

価額は公平性・妥当性を確保するため、第三者機関による財務・法務調査結果参考資料等を基に、

当該個人と協議したうえで決定しております。 

 

5. 日 程 

   株式買収取引完了日 平成 30 年 3 月（予定） 

 

6. 今後の見通し 

当社の平成 30 年 3 月期連結業績に与える影響は現段階では軽微であると見込んでおります。今後

業績に重大な影響を与えると判断した場合には速やかにお知らせいたします。 

以 上 


